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１．本研究の背景
本研究は、カリキュラムマネジメントにおける、教科外活動としての「特別活動」の時
数編成に着目し、中学校の教育活動における特別活動の実態と課題を試行的に論究する。
2006年、中等教育段階校段階において学習指導要領の取り扱い関する、特定教科の未履
修問題が起きた（以下、未履修問題と表記）（1）。しかし、「特段」に取り扱う事象であっ
たのかは判断が分かれるのではないだろうか。その理由は、既に時数編成の取り扱いにつ
いては、複数の都道府県教育委員会または都道府県知事部局における私立学校を管轄する
行政部局において、公立・私立高等学校または中学校に対して、学習指導要領の時数編成
を無視した教育課程の編成の実態に対する指導が行われており、また、過去の文部科学省
の調査結果をみても、時数編成の取扱について、明らかな時数不足が調査結果の中で報告
されているからである（2）。
このような事態に対して、文部科学省および都道府県教育委員会は、各学校に対してさ
まざまな行政指導を行っているが、未履修問題に対する都道府県教育委員会の対応は一致
したものではない。未履修の特定教科に対して、短期履修の教育課程編成を各学校に求め
た都道府県教育委員会もあるが、一方では、実質的に「未履修」と認定せず、各高等学校
もしくは各学校法人に対して委任してしまう教育委員会の指導も存在している（3）。
２．本論の課題　―特別活動の時数編成の取扱―
下記に示したものは、中学校学習指導要領（平成10年告示、平成15年改定）の特別活動
の部分の「内容」部分を抜粋したものである。続いて、中学校１年生の特別活動の時数編
成について、文部科学省が調査したデータを列挙した。
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第２　内　　容
Ａ　学級活動 学級活動においては、学級を単位として、学級や学校の生活への適応を
図るとともに、その充実と向上、生徒が当面する諸課題への対応及び健全な生活態度の育
成に資する活動を行うこと。
Ｂ　生徒会活動 生徒会活動においては、学校の全生徒をもって組織する生徒会におい、
学校生活の充実や改善向上を図る活動、生徒の諸活動についての連絡調整に関する活動、
学校行事への協力に関する活動、ボランティア活動などを行うこと。
Ｃ　学校行事 学校行事においては、全校又は学年を単位として、学校生活に秩序と変化
を与え、集団への所属感を深め、学校生活の充実と発展に資する体験的な活動を行うこと。
学習指導要領で明示された、「学級活動」「生徒会活動」「学校行事」の様々な活動は、
学習指導要領で求められている中学生としての、「望ましい集団活動」を通じて、「心身の
発達と個性の伸長」を図り、それをもって、「集団や社会の一員として生活を築こうとす
る自主的、実践的な態度を育て」、さらに「人間としての生き方についての自覚を深め、
自己を生かす能力を養う」ことを目的としている。
この点、集団活動、心身の成長、社会的・市民的資質の醸成、自己の探求といった様々
な能力の育成が期待されている特別活動は、実態としては各学校における取扱がかなり多
様な点が指摘できる。それは、表１で示した、特別活動の時間数が、45時間からやく90時
間前後と2倍近い時間数で異なる活動が実施されているということである。単純な授業時
数の差とはいえ、学校行事などの多岐にわたる教育活動においては、体験的活動を含めた
内容が盛り込まれるため、特別活動のカリキュラムマネジメントによっては、多様な実践
が行われているといって良い。
本研究は、カリキュラムマネジメントにおける特別活動の特質に着目し、各学校の時数編
成の取扱によって展開される教育内容の質的差異について試行的に論究するものである。
３．実授業実数と特別活動の時数の限界
（１）年間総授業日数と総授業時数の上限
さて、以上のように中学校のカリキュラムマネジメントの実態は、学習指導要領の法的
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表1　中学校1年の特別活動時間数（学級活動を除く徒会活動、学校行事の合計） 
文部科学長HP：ttp://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/gijiroku/004/03081101/006/001.pdf
45以下 
　19.7
46-55 
　13.3
56-65 
　16.1
66-75 
　14.5
76.85 
　12.4
86以上 
　23.5
授業時数 
％ 
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拘束力を前提に運営されることになる。学習指導要領においては、教科、道徳、特別活動
その中で、特別活動については、１）学級活動、２）生徒会活動、３）学校行事に分類さ
れ、そこにおいて身につけるべき能力と具体的な教育活動が示されている。これらの中で、
特に時数編成が併せて示されているのが「学級活動」である。
学級活動は、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）と学習指導要領（文部科
学省告示）に基づいて、中学校では「学級活動の時間」または「ホームルームの時間」が
設けられている。これらの時間は、明確に35単位時間で980時間内で区分されており、週
あたり１単位時間で実施されている。
次に、「学校行事」についてであるが、それらは、１）儀式的行事、２）学芸的行事、
３）健康安全・体育的行事、４）旅行・集団宿泊的行事、５）勤労生産・奉仕的行事の５
つに分類されている。この学校行事は、具体的な時数の明示はなく、あくまで各学校の時
数編成に委ねられていると理解される。学校行事の分類と具体的な事例を下記に示してい
る。
生徒会活動については、さまざまな学校行事や学年・学級活動において影響を与えてい
るものの、１）代表委員会活動、２）生徒会集会活動に大別されると考えられる。しかし、
生徒会の活動は、生徒会のメンバー（役員）とそれ以外の生徒との活動が大きく異なるこ
とと、また各学校において活動が多岐にわたるという理由から、生徒会活動として時数を
換算することが困難なため、あえて本論では時数編成として取り扱わなかった（4）。
（２）学校行事の時数編成
ここでは、学校行事の時数編成について論じてみたい。わが国の中学校の学期制は、二
学期制と三学期制に区分されるが、どちらの区分においても、年度開始は４月であり、総
授業日数は200日程度である（5）。その場合、月曜日から金曜日の５日間、毎日６時間授業
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表2　学校行事の分類と具体的活動 
儀式的行事　　具体例：入学式、卒業式、始業式、終業式、修了式、開校記念日など 
学芸的行事　　具体例：文化祭（学園祭、学芸会）、学習発表会、合唱コンクールなど 
健康安全・体育的行事 
　　　　　　　具体例：安全指導、防災訓練、体育祭、球技大会（クラスマッチ）など 
旅行・集団宿泊的行事 
　　　　　　　具体例：遠足、修学旅行、移動教室、集団宿泊、野外活動など 
勤労生産・奉仕的行事 
　　　　　　　具体例：就業体験、ボランティア、職場訪問、美化活動、社会参加活動など 
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を行った場合を授業週数・日数・時数を換算し、表３として示した。
学校行事について、実質的には相当数の時間数を必要とれるのが「儀式的行事」である、
「入学式・始業式・終業式・卒業式」であるが、必要とされる日数は、入学式・卒業式：
２日間、始業式・終業式：６日間（３学期制を基準）を要する。学校教育法施行規則にお
いて中学校の授業時数・学年・授業日について定められているが（同規則内において中学
校は小学校の規則を準用）、実態として儀式的行事に要する授業日数は８日間：48時間を
要することになる。また、「学芸的行事」については、「合唱コンクール」「文化祭」など
が代表的な活動としてあげられる。文化祭についてだが、近年では合唱コンクールと併せ
て開催する中学校が増加してきている。本論では、合唱コンクールなどをあわせて行う学
校が多いことを考え、実質的には３日間：18時間程度を要することとし、「儀式的行事」
については、最低限11日間：66時間程度を要することが予測される。
－ －168
表3　年間授業週数・授業日数・授業時数の換算 
１）「教科時間数１」は、35週で980時間を達成するように換算し、その場合の特別活動の時間数を「特別活動時間数１」と
して表記した、２）「教科時間数２」は、３学年時の３学期の授業時間数を補充することを仮説として充当時間がどの程度と
れるのかを換算した。その場合の特別活動の時間数を「特別活動時間数２」として表記した、３）春期（2週間）・夏季（6週
間）・冬期（2週間）休業期間を換算すると、確保できる週数は42週となる。 
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175 
180 
185 
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30 
15 
300 
450 
600 
750 
900 
1050 
1080 
1110 
1140 
1170 
1200 
1230 
1260
27.9 
139.5 
279 
418.5 
558 
697.5 
837 
976.5 
1004.4 
1032.3 
1060.2 
1088.1 
1116 
1143.9 
1171.8
29.1 
145.5 
291 
436.5 
582 
727.5 
873 
1018.5 
1047.6 
1076.7 
1105.8 
1134.9 
1164 
1193.1 
1222.2
2.1 
10.5 
21 
31.5 
42 
52.5 
63 
73.5 
75.6 
77.7 
79.8 
81.9 
84 
86.1 
88.2
0.9 
4.5 
9 
13.5 
18 
22.5 
27 
31.5 
32.4 
33.3 
34.2 
35.1 
36 
36.9 
37.8
授業日数 授業時数 教科時間数1 （*0.93） 
教科時間数2 
（*0.97） 
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次に、健康安全・体育的行事であるが、中学校段階においては、健康診断、交通安全な
どの「安全指導」、薬物乱用防止などの「健康教育」、非常災害に備えた「防災訓練」など
があり、それらを実演指導、講演会、上映会のかたちで行っている。また、「体育祭」「ク
ラスマッチ」における「体育的行事」があげられる。「安全指導」については各年度ごと
に、防災訓練や健康診断、交通安全・健康教育のためのビデオ上映会などが行われるが、
実質的には1時間程度で、それら全てをあわせても１日間：６時間程度を要することにな
る。一方「体育的行事」である「体育祭」は、準備期間を含めて２日間：12時間程度、
「クラスマッチ」についても１日間：６時間、これらを最低限必要な時間数として換算し
ても、３日間：18時間程度を要する。「健康安全、体育的行事」については、最低限４日
間：24時間程度を要することが予測される。
次に、旅行・集団宿泊的行事であるが、これには「遠足」「修学旅行」「移動教室」など
があげられるが、「修学旅行」における宿泊的行事については、ほとんどの学校で実施さ
れており、市町村教育委員会が定める条例にもよるが、３～４日間が一般的な日数である
ので、ここでは、３日間：18時間とする。ただし、これらを３学年で平均すると１日間：
６時間程度を要することになる。また、「遠足」「移動教室」については、「総合的な学習
の時間」に組み込まれるなど、特別活動の時間内と判断することが困難なため対象としな
かった。
最後に、勤労生産・奉仕的行事であるが、これも「総合的な学習の時間」に組み込まれ
ることも多く、特別活動の時数単独で行っていると判断することが難しい。本来であれば
取り上げたい所でもあるが、あえて本論では対象としなかった。
ここまで、学校行事に関する時数編成を試算してきたが、「儀式的行事」11日間：66時
間、「健康安全・体育的行事」４日間：24時間、「旅行・集団宿泊的行事」１日間：６時間が、
特別活動において最低限必要とされる時数である。総計、16日間：96時間となった。
（３）授業時数の削減の要因
ここまで特別活動に必要とされる授業時数について換算してきたが、母数となる授業時
数については、その他にも時数削減の要因が存在する。国民の祝日については、元日を除
く年間14日間：84時間が削減対象となる。また、中間・期末テスト時の短縮授業も削減対
象となり、年間中間・学期末テストによる短縮授業５日間：30時間程度となる。加えて、
３学年３学期の授業日数については、３月の卒業式以降の授業日数の削減だけでなく、２
月における高校受験期間中の短縮授業などを考えると、試算する以上の削減対象となるこ
とが予測されるため、各年度に振り分けると、３日間：18時間程度削減することになる。
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４．まとめにかえて
本論で述べてきたように、カリキュラムマネジメントとして時数編成の観点から、特別
活動の実態と課題について着目し述べてきた。
特別活動の各項目を実施するために必要とされる最低限の時数を予測してみたが、それ
らは、「儀式的行事」11日間：66時間、「健康安全・体育的行事」４日間：24時間、「旅
行・集団宿泊的行事」１日間：６時間が、特別活動において最低限必要とされる時数であ
る。総計、16日間：96時間となった。国民の祝日などの削減時換算すると、間最大限活用
できる授業時数は、1032時間であり、「学校教育法施行規則第54条別表第二」で示されて
いる、中学校の各学年で必要とされる総授業時数が「980時間」であることを考えると、
残された52時間の日数を活用して、「生徒会活動」「勤労生産・奉仕的行事」、各種行事を
行わなければならない。
しかし、これらの試算の母数となっている、「１日６時間授業」を導入している学校が
どれほどあるのだろうか。６時間授業で換算した場合に、本論で述べた授業時数となるた
め（週30時間）、これらが週27時間となった場合、実質的に特別活動に最低限必要とされ
る時間数も削減せざるを得ない状況になる。現実的に、３学年を通じて総授業時数を確保
するためには、１）一日６～７時間授業の設定、２）長期休業期間を削減、これらの方途
を考慮せざるをえないというのが現状である。
本来であれば、第３学年の３学期に見られる慣習的な授業編成の実態は、周知の事実で
あり、そのような前提を考えるならば、第３学年の12月終了段階で、中学校段階で必要と
される総授業時数を確保することも考えておくべき措置ではないだろうか。
わが国では、学習指導要領の改定に伴い、各学校における学習指導内容を遵守すること
に対して法的拘束力が唱えられてきたが、学習指導内容の取り扱い以上に、時数編成の取
り扱いに対する杜撰な現状があるのではないか。
文部科学省における中学校学習指導要領で必要とされる指導内容についての議論がなさ
れているが、新たに付加された学習内容と、それを教授・学習するために必要とされる時
数編成がほとんど取り扱われないことについては、その効果性を検証する上では懐疑的に
ならざるを得ない。教育政策の議論に対して、カリキュラム開発に関わる効果性の検証を
研究者が提示できていないという筆者自身の矛盾を含むものでもある。これらについては、
今後とも自身の研究課題として継続していきたい。
－ －170
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【註】
（１）文部科学省の調査では、公立高等学校：36都道県市371校、私立高等学校：45都道府県292校の合計
663校の未履修問題が提言されているが、文部科学省以外での報道資料を見ると、全都道府県におい
て高等学校の未履修問題が報告されている。
（平成18年12月13日、報道発表資料：http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/18/12/06121404.htm）。
（２）各都道府県教育委員会は、2006年度に発覚する以前から、未履修科目の存在については指摘してい
るところもあり、また文部科学省でも平成15年「文部科学省中央教育審議会教育課程部会事務局便り」
において、中学校の授業時数不足を指摘している。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/gijiroku/004/03081101/006/001.pdf（p6）
（３）新潟県教育委員会については、高等学校の「未履修」を認定せず、発展的学習として報道している
（新潟日報11月23日朝刊27面）
（４）生徒会活動に関しては文部科学省の調査結果では、5時間以下（20.9%）、6-11時間（31.2%）、11-15
時間（22.0%）、16時間以上（25.9%）となっており、時数としては少ない。
（５）文部科学省調査では、中学１年生の場合、年間授業日数は196-205日が89.8%と顕著であるためこの
日数を用いて試算している。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/gijiroku/004/03081101/006/001.pdf（p4）
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